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日朝「平壌宣言」への道

一北朝鮮の対日「自主独立外交」の変容一

福原裕二

はじめに

日本と朝鮮民主主義人民共和国(北朝鮮)間の初めての首脳会談が実現し

てから一年余が経過した2003年10月27日、 『労働新聞』紙上にある人物の

計報が掲載された。それに依れば、 「同志は党の対外的権威を高め、我が革命

の国際的連帯性を強化するために積極的に努力し、歴史的な6.15北南共同宣

言の旗の下で祖国統一の転換的局面を打開することに全ての情熱を傾けた」

とされているl)。その記述は独特であるものの、要するにその人物は主とし

て外交畑で活動した人物であり、 2000年6月の「南北共同宣言」を取りま

とめた功労者として評されていることが分かる。

その人物、すなわち朝鮮労働党中央委員会秘書(書記)であった金容淳は

対南関係のみならず、 1990年代全般に捗り、朝鮮労働党の対日政策に深く関

与した。例えば、 1990年9月には自由民主党、日本社会党、朝鮮労働党間

の「三党共同宣言」を取りまとめ、日朝国交正常化交渉(正常化交渉)実現

の先鞭をつけた2)。のみならず、正常化交渉継続下の1991年2月、朝鮮労

働党代表団の団長として訪日し、自由民主党の総裁及び三役と会談する中で、

正常化交渉促進の働きかけを行っている3)。また、正常化交渉決裂後のそれ

を再開するための一連の日本政府の意を受けた訪朝団4)は彼をカウンターパ

ートに交渉を行った。このように、金容淳はこの時期の日朝交渉において常

にその中心に位置した。言い換えれば、金容淳は政府並びに外務省との交渉

を忌避しつつ、政党あるいは政府周辺の実力議員に対する一本釣り的な取り

込みによって懸案解決の促進を図る北朝鮮の対日交渉のスタイルを1990年

代に引き続き体現した人物であった。この北朝鮮の対日交渉のスタイルは自

国の無謬体制から繰り出される理念的主張と、実際の必要性から対日交渉で

-69-



主張せざるを得ない現実的主張との間の敵歯吾を糊塗することに有効であり、

1950年代後半以降、在日朝鮮人総聯合会(朝鮮総聯)の後援、日本共産党、

日本社会党との「友好外交」 5)などと相侯って形成され、制度化されたもの

である6)0

この点、 2002年9月の日朝首脳会談実現までの交渉プロセスを見ると、

若干様相を異にしていることが分かる。会談が行われるに先立って、朝鮮労

働党及び金容淳がそれに関与した形跡はない7)。むろん、首脳会談は国家間

関係を前提に、事前協議といえども、両国の外交当局間でなされるべき性質

のものであり、未修交関係を前提になされる党外交とは区別されるものであ

ろう。だが、従来の対日交渉の常態として、それが国家間関係の樹立を想定

した交渉であれ、まず朝鮮労働党やそれに準ずる機関の代表者が事前に下地

を作り、その後に外交当局が実務を行う形で進められてきた経緯を想起すれ

ば、外交当局主導の日朝首脳会談実現-の交渉プロセスは、それとは大きく

異なっていたと言わざるを得ない。それは対日外交の政策変化と並行して、

党主導外交から外交当局中心の通常の外交-の変化を示唆しているように思

える。日朝首脳会談の実現、その後の金容淳の死去は北朝鮮の対日外交の変

容を象徴する出来事として捉えることが可能なのではあるまいか。

さて、こうした1990年代以降の日朝関係研究の状況に関して、ここで詳

細に触れる余裕はないが、主に冷戦の終結過程に対応する形で進展してきた

日朝関係に検討を加えた研究は日米韓で優れた研究を既に数多く生み出して

いる8)。また、 1990年代後半期の日朝関係研究の特徴は国際問題化した北朝

鮮の核問題を軸に展開されている日米韓協調体制の視座から、日本の北朝鮮

政策の変遷や在り方を分析しているものが多い9)。むろん、小論もかかる既

存研究に連なるものではあるが、とりわけこの時期の北朝鮮の対日外交に主

眼を据えた研究が手薄な状況であることに鑑み、 1990年代以降から日朝首脳

会談開催までの日朝関係を北朝鮮の対日「自主独立外交」の変容過程として

描き出すことを試みる。かかる作業は日朝首脳会談後の未だ不透明な日朝関

係の動向を検討する準備作業として意味を持ち得ると同時に、日朝関係研究

に対して新たな-視座を提供することになると考えるからである。
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1.対日r自主独立外交」の成立

太平洋戦争後、米ソ両軍の進駐を既定のものとして、両国の協調行動によ

る朝鮮の独立国家建設に挫折した朝鮮半島の南北には米ソそれぞれが後ろ盾

となる分断国家が成立した。相異なる2つの制度を持つ分断国家として成立

した大韓民国(以下、 「韓国」)と北朝鮮は互いに朝鮮半島における正統性を

有した唯一の国家であることを主張し、相手方を併呑することにより統一を

実現する構想を抱いていた。その帰結として勃発した朝鮮戦争は朝鮮半島全

土に多大な犠牲と被害をもたらしただけでなく、南北の敵対関係を一層増幅

させた。また、朝鮮戦争はヨーロッパにおける一現象に過ぎなかった冷戦を

アジア-波及させることに結果した。それに伴い、アメリカの東北アジア-

の関与が決定的なものとなり、朝鮮半島を巡る日米韓一朝中ソの対立関係が

ここに形成されることになった。

朝鮮戦争の停戦、すなわち武力による短期的統一に失敗した北朝鮮は停戦

協定に示された国際舞台での米ソ間の調整による統一実現が困難な状況であ

ることから、祖国の統一を中長期的課題として想定せざるを得なくなった。

そうした中で、北朝鮮は第-に自国が戦後復興を迅速に達成し、韓国に対し

て経済的優位に立つことを目的とし、第二に朝鮮問題を民族問題として位置

付け、自国に駐留する中国軍を漸次撤退させながら、韓国に対する米軍の撤

退要求及び各種の平和的統一方案を提案することによって、米軍駐留の長期

化が予想される韓国政権の正統性を損なわせることを目的とする政経両面の

自国主導の統一状況醸成政策を形成した10)。それに基づき、中ソとの関係で

は自国の復興と建設及び社会主義体制の防衛のために協力関係を維持し、そ

の他の国家との関係では自国の正統性と統一方案に対する国際的承認と支持

を得るために、体制の相違にかかわらず「共存」を前提に関係改善を図り、

国際的地位の向上を目指す外交政策を樹立した。

北朝鮮が日本に対して初めて国交の樹立を念頭に置く関係改善の呼びか

けを行ったいわゆる　r南日声明」 (1955年2月)はそうした外交政策の下に

位置付けられる。だが、朝鮮戦争を契機として米国をはじめとする西側諸国

との単独講和を行い、日米安全保障条約締結によって明確に西側陣営に与す

ることになった日本は、それゆえ朝鮮半島における韓国主軸外交の方針によ
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り、 「南日声明」を拒否する。しかし、北朝鮮はその後も韓国に対する「解放」

路線とは対照的に、日本に対しては関係改善を呼びかけ、 「共存」路線を展開

した。このように、東北アジアにおける冷戦状況の深化に制約を受けつつも、

統一問題を民族問題として内部化することで対日「共存」関係を模索してい

た北朝鮮であったが、その後変化の兆しを見せ始める。

1957年12月の日韓共同声明を契機に再開された日韓会談に対して、北朝

鮮は「米帝の調停下」に、 「東北アジア同盟を連結させようとする米帝の陰謀

と緊密に連関している」ことを強調しつつ、日本の動きを論難した11)これ

は北朝鮮の認識において、日本の行動が北朝鮮の追求する南朝鮮革命の妨害

行為であり、 「敵対政策」とみなされたことに他ならない。なぜなら、日韓会

談再開の末に想定される日韓関係緊密化は北朝鮮が「米帝下の植民地」と位

置付けし、解放を前提とする存在との関係設定であるのみならず、韓国の正

統性と統一政策に対して日本が承認や支持を与えることと同義だからである。

従って、北朝鮮は日韓会談の再開による日韓関係緊密化の可能性をアメリカ

が主導する「東北アジア同盟」、すなわち日米韓による北朝鮮封じ込め政策の

動きとして捉えた。

かかる認識は1960年代序盤の韓国における2つの革命-の対応を経て、

共存の可能性を排除した敵対的な対米認識の形成12)と同時に、 「日本軍国主

義」復活論を生み出すことになる。 「日本軍国主義」復活論は北朝鮮独自の帝

国主義論に基づき、その頂点に位置するアメリカの存在を前提に、それが植

民地化している韓国に対して、日本が「米帝に駆り立てられ」、政治、経済、

軍事の分野で連繋しているとの認識によって構成されている13)。それゆえ、

日本は北朝鮮が至上命題とする南朝鮮革命を妨害する存在であると共に、韓

国の植民地化に加担する存在として過去の「軍国主義」の再版と称される。

それは日本が朝鮮半島で行っていることの不当性を国際社会にアピールする

と同時に、対内的な対日脅威認識を醸成するために形成された論理であると

言えよう。ともあれ、対日「共存」関係の模索は、実質的にはこの時点で後

退していたと考えられる。

ところで、こうした日米韓-の対応に引き続く1960年代前半の時期は北

朝鮮が中ソとの協力関係を再編した時期であっ_た1950年代中盤から1961
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午9月の朝鮮労働党第4次大会までが北朝鮮にとって金日成権力の確立、そ

れがための歴史の再構築、韓国情勢-の対応とそれに伴う対米認識の修正、

南朝鮮革命路線の再構築14)、 「日本軍国主義」復活論の創出など主として国

内及び朝鮮半島内に限定される問店の処理であったとすれば、その後に課題

として浮上してきたのはこうして築いた国内体制や革命・国際路線を同盟国

である中ソに対して如何に認知させるかということであったからである。

敷術すれば、金日成は建国以前の1945年12月17日に朝鮮共産党北部分

局責任秘書として首班について以来、その権力の正統性をソ連に依存してき

た。しかし、スターリンの死去に伴うソ連の路線修正は北朝鮮に対して絶大

な作用を及ぼすことになる。北朝鮮国内のソ連派を通じてソ連の経済路線が

北朝鮮に持ち込まれ、それに否定的な金日成との葛藤を生み、彼の権力を脅

かす問題にまで浮上してきたからである。このような状況から金日成は自ら

の権力を確固たるものとするために、対外思想の国内浸透を防ぐ必要性に迫

られた。その対応がその後体制イデオロギーに発展することになる「主体」

の宣言による権力基盤の国内構築であった15)。だが、権力の確立に続いて、

自国が南朝鮮革命という冷戦構造に制約を受けざるを得ない課題を抱え、そ

の革命を成就するためにはアメリカに対抗する中ソの軍事的抑止力及び支援

を必要とする以上、北朝鮮は「主体」演説に基づく自らの立場を対外的にも

明らかにせざるを得なかった。これは「主体」演説に基づく自国の体制や革

命路線をソ連や中国に対して認めさせ、その上で協力関係を再構築すること

ができるかどうかということと同義であり、それこそが北朝鮮の「自主独立

外交」路線であった。

ところが、北朝鮮の直面する東側陣営の様相は厳しいものであった。とり

わけ、ソ連との関係では1961年1月のフルシチョフによる演説が南朝鮮革

命を、否定的に位置付けた「局地戦争」とみなすのか、肯定的に位置付け支

援を惜しまないとする「民族解放闘争」とみなすのかという点で極めて暖味

であり、不信を抱かざるを得ない余地を持たせた16)実際、ソ連は1961年

から62年にかけて、発展途上国に対する援助を削減していた17)また、 1961

年10月のソ連共産党第22回大会では、アルバニア問題に対する中ソの激突

を自ら目の当たりにした金日成はこの対立がもはや後戻りできない段階にま
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で放烈を極めていることを体感したと思われる。このことは、南朝鮮革命の

遂行が実質的にアメリカとの対決を意味する北朝鮮にとって、アメリカに団

結して対噂するはずの東側陣営の内部分裂はすなわち自国の安全保障の低下

をもたらすものと考えられるだけに深刻な閉場であった。さらに、 1962年

10月に発生したキューバ危機によるソ連の威信低下は先のフルシチョフの

演説と併せ、ソ連に軍事力を依存することの限界性を認識させるに余りある

ものであった18)加えて11月の金・大平メモ1g)による日韓国交正常化妥結

の可能性が高まる中で、安全保障上の脅威を痛感した北朝鮮は同年12月に

「我々の防衛力を鉄壁のように強化して、我々が常に動員態勢にあるときの

み、敵は敢えて我々に襲いかかれない」として、 Q)全人民の武装化、 ②全国

土の要塞化、 ③全軍の現代化、 ④全軍の幹部化を目論む4大軍事路線を採択

することになる20)　大軍事路線は以上の過程に明らかな如く、朝鮮半島を

巡る国際情勢に対する危機意識を投影した現実的な対応であった。

ともあれ、北朝鮮が自国の「主体」を認知させる上で問題となるソ連との

敵昏割ま次の如くであった21)第-に、ソビエト・ブロックの団結及び統一を

経済分業によって維持しようとするソ連と、経済的分業をソ連に対する従属

性とみなし、それゆえ非依存型の自立的民族経済を主張する北朝鮮との対立

である。北朝鮮は「主体」演説に基づき独自の革命路線を進めたいという理

由から社会主義の多様性を主張する必要があった。第二に、帝国主義に対し

て平和共存路線をとり、闘争は経済的、イデオロギー的闘争に限るとするソ

連と、アメリカと直接対噂する形の南朝鮮革命を想定しているが故に、その

路線を受け入れ難い北朝鮮との対立である。そして第三に、民族解放闘争に

関する認識の対立である。既述の如く、フルシチョフが行った演説は「局弛

戦争」と「民族解放闘争」との境界が極めて暖味であった。だが、韓国の解

放を自国の至上命題と位置付ける北朝鮮にとってはソ連の支援を確実なもの

とするためにも、認識の摺り合わせをしておく必要があった。

しかしながら、結局1964年10月にフルシチョフが失脚し、その跡を継い

だコスイギンが翌年の2月に訪朝し、 「ソ朝共同声明」を発表したことで、

北朝鮮は自国の「主体」、すなわち国内体制及び革命・国際路線を認めさせる

ことに成功した22)加えて、この際にソ朝が共同でベトナム支援を決定した
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ことも忘れてはなるまいO　なぜなら、ベトナム戦争-の援助はすなわち南朝

鮮革命を抱える北朝鮮にとって、ソ連の同様の行動が期待できるからである。

北朝鮮はキューバ危機によって喪失感を覚えていたソ連の軍事的な後ろ盾を

再び得たと感じたものと思われる。

一方、ソ連共産党第22回大会以後、アルバニア支持を表明し、親中的な

姿勢をとっていた北朝鮮は中国との間でも階級闘争の形態などいくつかの微

妙な相違点を内包させていた。だが、ソ連に先立つ1963年6月、 「劉少奇・

雀庸健共同声明」が発表され、中国側に「金日成同志を首班とする朝鮮労働

党はマルクス・レーニン主義の一般的真理を朝鮮革命の実践に創造的に適用

し、正確な路線と政策を提示した」と述べさせることにより23)、実質的に自

国の革命・国際路線を承認させることに成功した。以上の如く、中ソ両国に

対して「主体」を認知させた上で協力関係の再編を果たすと同時に、自国に

対する援助の言質を取ったことは北朝鮮にとって外交的な成果であった。

こうした流れの中で、ソ朝共同声明の約2カ月後、金日成は自らが創始し

た「主体」を初めてr主体思想」との言葉で体系化させた1965年4月、

インドネシアのアリ・アハラム社会科学院を訪問した際の講義で金日成は、

「主体を確立するということは革命と建設の全ての問題を独自に、自国の実

状に合うように、そして主に自己の力で解決していく原則の堅持を意味する。

-これは他人に対する依存心を捨てて、自力更正の精神を発揮し、自己の問

題をあくまで自ら責任を持って解決していく自主的な立場である」と述べた。

すなわち、 「思想における主体」 「政治における自主」 「経済における自立」 「国

防における自衛」の確立が国家の独立を真に維持するためには必要であり、

金日成はそれを「主体」の思想と語り、北朝鮮が一貫して追求してきた立場

であると表明した24)

これら一連の北朝鮮の「主体」的な外交活動の成果は『労働新聞』に掲載

された「自主性を擁護しよう」との論説の中で次のように述べさせるまでに

至った。 「共産党及び労働党の相互関係は、完全な平等、自主、相互尊重、内

政不干渉、同志的協助などの原則に基づいている。共産党及び労働者党間に

いかなる特権的党もあり得ない。大きな党や小さな党はあっても、目上の党

や目下の党、指導をする党や指導を受ける党はあり得ない」と25)
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さらに、その約2ケ月後に発表された金日成の報告「現情勢と我が党の課

業」ではベトナムを例に、より具体的かつ明瞭な形で独自の革命路線を進め

ることの正当性を主張した26)。また、この報告では「全社会主義国と平和愛

好人民らは、米帝のベトナム侵略に反対して、ベトナム人民の正義の解放戦

争をあらゆる面で支援すべきであります」と、同様にベトナムを例に引きな

がら、朝鮮半島で「米帝国主義の植民地奴隷化政策」と「米帝国主義の侵略

と戦争政策」に対して闘争している自国-の支援を間接的に求めた。

この金日成による報告の重要性は一連の外交的努力を踏まえ、北朝鮮の「自

主独立外交」路線が定式化されたと考えられる点にある。この報告により定

式化された北朝鮮の「自主独立外交」路線の要点は次の三つである。すなわ

ち、 ①社会主義諸国間では内政不干渉、相互尊重、互恵平等を原則として、

各国が独自の革命路線を進めることに協力する。 ②帝国主義的植民地体制を

一掃するための民族解放運動と国際共産主義・労働運動を支持し、支援する。

③帝国主義に対する徹底的な闘争を継続して行う27)、である。以上のような

過程を経て「自主独立外交」路線が形成された。

一方、 「日本軍国主義」復活論創出以降の対日関係は中ソ関係再編の動きと

同時進行していた日韓会談に対する執軸かつ激しい非難の展開に集約される

と言ってよい。日韓会談及びそれに付随した問題に対する北朝鮮の立場及び

主張はそれら非難から拾い上げると要旨次のようなものであった28) ①日韓

会談の背後にはアメリカが存在しており、それを進めることはアメリカの南

朝鮮植民地統治及びアジア侵略に寄与するものになること、 ②韓国は朝鮮を

代表できない。なぜなら、北朝鮮が朝鮮半島の正統な政府であるからという

こと、 ③日本は過去の清算のために賠償形態で補償を行わなければならない

こと、 ④在日朝鮮人に対して外国人としての合法的な権利と待遇を保証する

こと、 ⑤日韓会談及びそこで合意されたことを認めないこと、である。

つまり、日韓会談を進行させている日本を対米従属的であると捉えると共

に、韓国をアメリカの植民地と規定し、それに対する日本の浸透に脅威を認

める姿勢は「日本軍国主義」復活論の踏襲である。また、日韓会談で話し合

われている「財産請求権」を「朝鮮人民の堂々たる権利」と捉え、賠償形態

で行うべきものと主張した。この背景には「主体」宣言に並行して進められ
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た金日成権力の正当化を図る上で不可欠であった歴史再構築の影響がある。

金日成を抗日武装闘争の英雄として位置付け、彼が日本軍を撃破し、解放に

導いたとする歴史を主張するためには補償形式が交戦国間の賠償形態でなけ

ればならなかった。さらに、韓国が朝鮮を代表できないこと、すなわち主種

国家としての韓国も朝鮮半島問題を解決する当事者能力も認められないとの

主張は自国の正統性に関連して、北朝鮮が一貫して堅持している「2つの朝

鮮」の否認である。従って、日韓会談及びそこで合意された内容が認められ

ないのは当然の帰結であった。

だが、結局日韓会談は妥結し、日本と韓国は国交正常化を果たした。これ

に対して北朝鮮は、上と同様の論理で国交正常化の際に結ばれた条約及び協

定は全て無効であると宣言した29)そして国交正常化の翌年、 「現情勢と我

が党の課業」の中で、 「全ての社会主義国がヨーロッパで米帝と共に西部ドイ

ツ軍国主義に反対して闘うことと同様に、アジアでも当然、米帝と共に日本

軍国主義に反対して闘うべきであります。 -米帝と日帝は互いに葛藤がある

にもかかわらず、アジア侵略に対する利害関係の共通性があり、従属的同盟

関係で結び付いており、政治、経済、軍事的に結託しています。 -我々は日

本支配層に対して幻想を持たないようにしなければならず、彼らにいささか

の期待もかけないようにしなければなりません。 -社会主義諸国は日本と経

済関係を発展させることがあっても、日本支配層と政治的問題を持ついかな

る駆け引きもすべきではありません」と述べ、今後の日本に対する姿勢を明

確にした30)っまり、北朝鮮は日本の対米従属性を強調すると共に、ヨーロ

ッパとアジアの「軍国主義」を連結させ、日本に対する闘争を普遍化させる

ことで共同闘争を呼びかけた。それと同時に、自国の認識として日本を帝国

主義の範境に捉え、明確に闘争目標として設定した。これは同じ報告で定式

化した「自主独立外交」路線を対日外交に連繋させたことを意味する。その

際の日本の対米従属性は改めて「日本軍国主義」復活論を参照するまでもな

く、日本の韓国に対する姿勢によって判断がなされる以上、日韓の国交であ

ることは疑い得ない。従って、日本が対米従属からの離脱、すなわち南朝鮮

革命の妨害者としての役割離脱やそれと同義である韓国との国交の破棄、あ

るいは北朝鮮政策の根本的転換がなされない限り、国交の樹立を提起し、関
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係を正常化させる存在ではなくなったのである。

しかし、ここで注意しなければならないのはアメリカ同様に闘争目標とし

て設定しながら、日本に対する平和共存を根本から否定した訳ではなかった

という点である。あくまで、将来の日本に誕生する政権をも含めて、 「日本支

配層に対して幻想」と「期待」をしないこと、すなわち政府を相手にしない

ことであった。日本をアメリカと微妙に異なった位置関係に置いた理由は、

「社会主義諸国は日本と経済関係を発展させることがあっても」と述べられ

ていることに集約される。つまり、日朝貿易は依然として推進するという可

能性を残したのである。それは1960年代前半までに日朝貿易における数々

の制約が取り払われ、その拡大が見込まれていたこと31)、また中ソに対する

自主化の表明と共に、従来の如くそれらからの援助を維持することができな

くなったことに対する補完という2つの経済的現実の故であった32)

以上のように、国交樹立を断念し、政府との接触や交渉を自ら閉ざしつつ

も、貿易関係は依然として維持し、推進させる関係として日朝関係を規定し

た。こうして「自主独立外交」路線に沿った形でありながら、現実との摺り

合わせによる窓意性を内在させた対日「自主独立外交」が形成された。これ

以降、対日外交は対日「自主独立外交」として展開されることになったので

ある。

2.日朝関係変容の萌芽33)

ソウル・オリンピック後の1988年9月8日、北朝鮮は極めて暗示的な形

で統一路線の修正を行ったO韓国側提案の南北サミット開催に原則的として

賛意を表明し、また西側諸国との関係改善も行いたい旨表明したのである34)

これは北朝鮮が従来忌避してきた韓国の既存政権との交渉に乗り出したこと

を意味しており、さらに西側諸国との関係改善の意向は韓国側が求めている

「クロス承認」の可能性、すなわち北朝鮮の固守する「2つの朝鮮」否認の

瓦解を予想させるものであり、まさしく統一路線の修正と言えた。また、北

朝鮮は翌年の新年辞35)でも与党民主正義党を直接に名指しして対話を呼び

かけた36)韓国の経済発展による南北の経済格差の拡大、そしてソウル・オ

リンピック-の中ソの参加によって、実質的に南北朝鮮における国際社会で
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の地位獲得競争に決着した1980年代後半のこの時期、南北関係は構造変化

-向け動き始めていた。

これより先、韓国側もソウル・オリンピック直前の1988年7月7日、 「民

族自尊と統一繁栄のための特別宣言」 (7-7宣言)を発表した。この「7・7

宣言」は前文で、 「北朝鮮が責任ある成員として国際社会に寄与し、それが北

朝鮮社会の開放と発展を促進することになることを希望する」とした上で、

「朝鮮半島の平和を定着させる与件を達成するために北朝鮮が、米国、日本

などわが友邦との関係を改善することに協調する用意があり、またわれわれ

はソ連、中国をはじめとする社会主義国家との関係改善を追求する」 (第6

項め)ことが明らかにされた37)韓国は再び明確に南北朝鮮の「クロス承認」

を現実的課題として追求していくことを表明したのである38)。これに基づき、

韓国の慮泰愚大統領はソウル・オリンピックの開会式に参列していた竹下首

相に対して、 「北朝鮮を国際社会に貢献させるのに、日本の果たすべき役割は

大きい」ことを伝えた39)。

これに対して、日本政府は政府見解として、 「7 ・ 7宣言」の支持を表明す

ると同時に、北朝鮮に対する交渉のシグナルを送った40)日朝関係の改善を

示唆した日本はそれを示す行動として、ソウル・オリンピック開催に先立ち、

大韓航空機事件に対する制裁措置の解除を行った。

その後、日本政府の行動を黙殺してきた北朝鮮は1989年1月11日、 「朝

日関係改善に関する外交部スポークスマン談話」を発表する。この談話は致

府レベルの接触と対話を拒否する従来の姿勢を踏襲する内容のものであった

が、関係改善については肯定的であった。また、同談話は関係改善に際して、

韓国一辺倒政策の修正、植民地支配に対する謝罪、賠償支払い義務に対する

言明の3点を前提条件として提示していた41)これに対応して、日本政府は

1月20日に「わが国の朝鮮半島政策について」と題する政府見解を発表し、

「日朝間の懸案の全ての側面について前提条件なく、また、いかなる様態で

も話し合いを行う用意がある」との意欲を表明した42)その日本政府の意欲

は1989年3月30日、衆議院予算委員会での竹下首相の答弁に反映された。

竹下首相は北朝鮮との不幸な過去について「深い反省と遺憾」の意を表明す

るのみならず、新たな決意をもって「朝鮮民主主義人民共和国」との関係改
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善を進める意思を明確にした43)この際に述べられた謝罪の言葉が先のスポ

ークスマン談話に対応するものであることは言うまでもない。また、注目す

べきはそのタイミングであった。日本社会党代表団の訪朝と時を合わせて行

われたのである。つまり、制裁解除、政府見解の表明、首相の答弁の背景に

は政府と日本社会党との連携があった。その一方で、同時期に北朝鮮側が日

本社会党を通じて交渉のサインを送っていたことが明らかになっており、そ

れは「友好外交」のなせる技だと言えるが、政府も北朝鮮-の接近のために

野党外交を十二分に利用したのである。こうして、日朝間で初めての与党代

表団の訪朝が実現されることになった。

ところで、こうした日朝間の動きが常に冷戦の終結過程や南北関係に連動

していたことを見過ごすべきではない。北朝鮮は自国の国際社会における地

位獲得競争の敗北を糊塗するために、南北で話し合えば未だ主導権が握れる

との思惑から、韓国与党を名指しして、既存政権との対話を図る統一政策の

転換を試みていた。だが、 1989年は北朝鮮が考えている以上に激変の1年

であった。それを摘記すれば、 6月に中国で天安門事件が起き、 9月にはポ

ーランドで非共産政権が誕生する。 11月にはドイツ・ベルリンの壁が崩壊し、

12月には米ソがマルタで首脳会談を行い、冷戦の終結が宣言された。こうし

た社会主義諸国の変動と自壊、それに伴う冷戦の終結-の動きは北朝鮮に対

する逆風、すなわち社会主義を放棄した諸国と「7 ・ 7宣言」以降北方外交を

積極的に進める韓国との国交正常化の可能性を意味していた。これに対処す

べく北朝鮮が行ったのは自国と韓国との国際社会での立場を均等化させる目

的を持つ国連加盟問題であった。

1990年5月24日、最高人民会議第9期第1次会議で、金日成は統一が実

現する以前でも南北が1つの議席で加盟するのならば、それは可能である旨

を述べた44) 「2つの朝鮮」を否認し、韓国の国連単独加盟だけは阻止したい

北朝庶酎ことって、それ以外の方策はなかったと言えるOまた、 10月に行われ

た第2次南北高位級会談では北朝鮮側から初めて2つの政府の存在が言及さ

れ、その上で1つの民族、 1つの国家、 2つの制度、 2つの政府に基づいた連

邦制による統一が提案される。北朝鮮が2つの政府の存在を初めて認定した

背景にはそれに先立っ1990年9月30日のソ韓国交正常化が行われていた事
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実がある。伝えられるところに依れば、ソ韓国交正常化発表に先立って、 9

月初めには北朝鮮側にその旨が伝えられていたという45)。従って、北朝鮮に

とっては自らが主張する従来の論理を修正してでも統一問題を地域化し、南

北交渉によって解決を行う必要性があった。なぜなら、韓国の国際的弛位は

明らかに上昇しており、経済格差と相喋って自国主導の統一どころか、自国

が吸収統一される恐れをなしとしなかったからである。だが、こうした北朝

鮮の腐心の策もさらなる事態の展開によって、一層の妥協を余儀なくさせら

れることになる。

1990年9月のソ韓国交正常化に加え、 10月には韓国と中国が互いに貿易

代表部を設置する。それは仮に韓国が国連に対して単独加盟を申請した場合、

国交正常化したソ連はともかく、ようやく韓国との貿易代表部設置に漕ぎ着

け、天安門事件での対応による国際的孤立から脱した中国がそれに反対する

可能性は極めて乏しいものであると考えられた。それゆえ、 1991年5月27

日に北朝鮮は韓国側の主張する国連同時加盟に同意せざるを得なくなり、同

年9月17日、国連同時加盟が実現する運びとなった。

以上の如く、ソウル・オリンピックを起点とする南北朝鮮間の国際社会に

おける事実上の地位獲得競争の決着、 「7 ・ 7宣言」、ソ韓国交正常化(クロス

承認の始まり)は双方がともにその存在を認定し、その上で国連の南北同時

加盟が実現したという意味で南北関係の根本的な構造変化であった。のみな

らず、この構造変化は日朝関係にも連動した。それは第一に、日本に対して

北朝鮮政策の変更をもたらした。言うまでもなく北朝鮮との関係改善である。

第二に、北朝鮮にも日朝関係を改善させなければならない状況を生み出した。

対日関係改善は南北の経済格差拡大-の対応及び韓国と旧ソ連圏との国交正

常化-の対応がその主因であった。従って第三に、その帰結として政府間交

渉という北朝鮮がこれまで忌避してきた方法を選択しなければならない状況

-と導きつつあったことである。これは「2つの朝鮮」否認を対日外交にお

いて最も重要視してきた北朝鮮の立場が崩れる可能性を月瑚台していた。もと

より、この時点では、北朝鮮は未だ日本政府との交渉に踏み切る政策転換を

行えずにいた。日朝関係の変容の端緒はこうした過程、状況の内に訪れたの

である。
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1990年9月24日から28日にかけて、金丸訪朝団と朝鮮労働党間の交渉

が行われた。この交渉の焦点は日本側からすれば、北朝鮮に拘禁され続けて

いる第18富士山丸の2名の船員の帰国実現であり、北朝鮮側からすれば、

賠償問題の解決に伴う日本からの資金導入であった。それゆえ、北朝鮮はこ

の交渉において突発的と思われる国交正常化提案を行うことになる。 「日本政

府が韓国政府と関係を持っている限り、日朝間の国交正常化は絶対ダメだと

言ってきたではないか」との日本側の主張に対し、 「そこは微妙なところだが、

(従来の)政策は変えた」 (千竜福外交部アジア副局長)と述べると共に、朝

鮮労働党側代表の金容浮は国交提案に対し、北朝鮮を取り巻く国際情勢に急

激な変化が起きていること、そして日本政府の一部に「国交樹立の前に償い

を実行することはできない」との意見があることの2点が理由だと説明した

46)第-の理由がソ連側から伝えられていたソ韓国交正常化であったことは

まず間違いないであろう。韓国がソ連と国交正常化した現状で、北朝鮮一国

のみが頑なに「クロス承認」反対に固執しても意味がないからである。そし

て、第二の理由は北朝鮮が日本からの資金を強く所望していたことを象徴し

ている。

こうした金丸訪朝団と朝鮮労働党間の交渉を従来の北朝鮮の対日外交の視

点から見れば次のように言える。第一に、国交正常化提案という北朝鮮側の

態度変化は自ら述べるように、対日外交における政策変化であった。その背

景は金容淳によって挙げられた2つの理由が恐らく率直なところであろう。

だが、国交がもたらすデメリット以上に、資金導入のメリットに力点を置い

ていた北朝鮮は与党の実力者金丸と金日成のトップ会談でそれを既定のもの

としたと考え、日本との国交がすなわち「2つの朝鮮」を完全に受け入れる

ことになるとの考えは希薄であったと思われる。あくまでその交渉態度から

推察すれば、資金導入が重要であって、国交自体は日本側の要請に従った程

度の認識と思われる。それゆえ第二に、金丸一金日成会談で見られる如く、そ

の交渉スタイルはそれが国交提案でありながら、依然として政府排除に拘泥

した実力者を相手に一括妥結を図る方法であり、推移如何では賠償のみを手

中にし、国交は看過する可能性を捨てきれない態度であった。いずれにせよ、

この時期の北朝鮮の対日政策の変化は従来の認識や態度を極力修正しまいと
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する限界を有するものであったと言える。

与党代表団の訪朝に続く日朝間の正常化交渉は1990年11月からの予備交

渉を含め、足かけ2年、 8次に捗る本交渉が行われた。その交渉経過に関し

ては既に詳細な研究成果が出されている47)また、その際の北朝鮮側の主張

に関して詳細に検討する余裕はない48)。従って、その要点のみを記せば以下

のようになる。第-に、北朝鮮は日米関係において日本を引き続き対米従属

的であると捉えていることである。また、日韓関係において韓国を対日半従

属的であると捉え、米韓関係においては当然の如くアメリカの植民地だと捉

えている。これらの認識は従来のものである。第二に、従って日本に対する

要求にはその多くがアメリカを意識して出されたものが多く、日本のアメリ

カに対する主体性の欠如やアメリカの対朝鮮政策における正当性を損なおう

と意図する主張が目立っ。また、第三に日韓基本条約を意識し、自らの歴史

的正統性と韓国に対する優位性を確立することを目指した主張がなされてい

ることである。第四に、その交渉スタイルに関して、外務省との交渉を極力

避け、金丸との関係強化並びに政府周辺の個別政治家-の働きかけによって

懸案を解決しようとしたことである。加えて、交渉戦術に関連して興味深い

のは正常化交渉に並行してみられた朝鮮総聯や親朝派団体とも呼ぶべき存在

の活動や影響である。これが北朝鮮の対日政策担当者と連繋していたことは

言うまでもなく、彼らの活動と影響力を通じて国民運動化し、それによって

交渉の有利な状況の醸成を目論んでいたと考えられる49)

このように見てくると、北朝鮮は正常化交渉において、従来の主張や姿勢

を一貫してとってきたということが明らかとなるo言い換えれば、その立場、

主張、認識、交渉スタイルにおいて、対日「自主独立外交」を展開したと言

える。冷戦の終結過程に引きずられる形で認めざるを得なかった国連におけ

る「2つの朝鮮」や南北関係の構造変化とは裏腹に、日朝関係においてはそ

の影響が感じられないかの如くである。もっとも、国際情勢の変動や南北関

係の変化が北朝鮮をして日本との政府間交渉や国交を念頭に置かざるを得な

くしているのは事実である。その意味で正常化交渉は日朝関係の変容の兆し

を物語っている。だが、以上検討したように、少なくとも二国間関係として

の北朝鮮の対日外交に視点を置くなら、北朝鮮は未だ自国の論理や立場に拘
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泥する側面を見せたのである。それは日朝関係変容の萌芽であると言えた。

3.日朝「平壌宣言」への道一対日「自主独立外交」の変容

正常化交渉が最終的に決裂する約半年前の1992年4月12日、金日成は『ワ

シントン・タイムズ』紙とのインタビューの中で対米国交樹立の意欲を表明

していた60)このことの意味は重要である。むろん、冷戦の終蔦による朝鮮

半島を中心とした日米韓と朝中ソの対立構図の変化によって、北朝鮮の帝国

主義認識やそれに基づく二分法的なアメリカ及び日本に対する対決的立場は

その現実性を著しく低下させていた。それゆえ、この立場を包含する「自主

独立外交」路線も日米との関係性の変化のみならず、内政不干渉、相互尊重、

互恵平等を原則として独自の革命路線を認め合い協力するとされた社会主義

陣営は存在せず、その意味でも変化の過程にあったと言ってよい。しかし、

北朝鮮は自国が最も重要視する統一問題に関してはそれに与する2つの国

(日本とアメリカ)に対して、 「2つの朝鮮」否認を堅持し、南朝鮮解放の論

理を固守していた。そのことは先の正常化交渉における北朝鮮の態度を見れ

ば明らかである。だが、仮に北朝鮮がアメリカとの国交正常化を果たしたと

すれば、これまでの米韓関係から考えて、たちまち北朝鮮の論理に従って、

アメリカが統一に賛同するとは考え難く、だとすれば、北朝鮮の対米国交樹

立-の意欲は「2つの朝鮮」の認定と従来の南朝鮮革命路線の実質的な延期

あるいは修正と考えられなくもない。北朝鮮は正常化交渉行き詰まりによる

日本からの資金導入の挫折に対して、南朝鮮革命路線を少なくとも一旦棚上

げにし、日米韓との平和共存による体制建て直しに政策変化したと考えられ

る。だが、こうした北朝鮮の妥協的態度も、米朝交渉をアメリカ側が一蹴し

たことによって現在までに続く瀬戸際外交-と転化する。

1993年3月12日、北朝鮮は突然かつ一方的に核拡散防止条約(NPT)か

らの脱退を宣言した。北朝鮮に依れば、アメリカをはじめとする敵対勢力及

び国際原子力機関(IAEA)が自国の自主権と安全を脅かし、社会主義制度

を圧殺している状況下で、NPT上の義務をこれ以上履行できなくなったこと

がその理由であるという51)。これに対して、国連安全保障理事会(国連安保

哩)はm -のコミットメントの再確約と脱退宣言の撤回、核査察の義務
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履行を求める決議を行った。また、同決議の要請によって、国際社会を代表

する形で、アメリカが北朝鮮と直接協議することになった52)これによって

図らずも北朝鮮は自らが望んでいた対米直接交渉を再開させることになった。

1993年6月に始まった米朝協議は早くも7月には暗礁に乗り上げ、国連

安保理の制裁措置の可能性が深まった。だが、 1994年6月にアメリカのカ

ーター元大統額が訪朝し、その斡旋によって一触即発の事態は回避された。

そして、その後に行われた米朝協議によって1994年10月21日、 「核の合意

枠組み」 (ジュネーブ協定)が成立した。日本はこれ以降、北朝鮮の安定が東

北アジアの和平に欠かせないとの観点から、ジュネーブ協定によって示され

た国際コンソーシアム(KEDO)での役割分担と北朝鮮の食糧事情の懸念か

ら食料支援を中心に北朝鮮と関わることで政策を実施することになる0

一方、北朝鮮は先のカーター訪朝の直後、 「偉大な首領」金日成の死を迎え

る。それは金正日体制の出帆を意味していた。金正日は「遺訓統治」を掲げ、

金日成の権威を前面に押し出すことで、後継者としての自らの存在感を主張

した。従って、金日成が死去直前に行った「社会主義経済建設において新た

な革命的転換を起こすことについて」と題される、いわゆる「7・6遺訓」を

今後の経済政策として遂行していくことを発表した。だが、 「農業第-主義・

軽工業第一主義・貿易第一主義」を掲げる「7 ・6遺訓」は経済構造の非効率、

食糧問題、市場減少の克服を行うための方策と述べられながら、具体仕を欠

いた観念的な内容であった53)。金正日にすれば、自己が依拠する「遺訓」の

実効性の側面よりはむしろ、それが持つ権威の方が重要であったことは想像

に難くない。

その後、金正日は1994年11月1日に「社会主義は科学である」と題する

長文の論説を発表し、自国の今後進むべき路線を提示した。すなわち、中国

型の経済改革を否認し、対外援助及び協力を否定し、我々式社会主義を堅持

することを強調した54)国際関係並びに対外関係において苦境に立たされ、

自国が築き上げた路線や主張が現実性を喪失していく中で、国内においての

みはr主体」を固守する道を選択したのである。実際、この論説で金正日は

引き続き統一問題が課塔であるとしながらも、金日成が提示した「祖国統一

遺訓」を繰り返し、ポスト金日成の現状に即した独自の南朝鮮革命路線を示
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すことができなかった。既に北朝鮮は祖国の統一以上に自国の体制維持に国

力を注力する方向-転換したと考えてよい。従って、北朝鮮がその後に体制

維持を鼓舞する長大な論説を矢継ぎ早に発表したのは当然の成り行きであっ

た65)また、金正日誕生55周年慶祝行事の報告では、金己男党秘書が「わ

が党の赤旗思想は偉大な領導者金正日同志に対する絶対的な崇拝心であり、

透徹した首領決死擁護精神である」と指摘しつつ、党・軍・人民の「偉大な

揮然一体」を人民に要求したのである56)。これらはその後に主張される軍重

視の体制作りの萌芽であると共に、金日成権力及び自らが構築してきた体制

守護を最大の目標にしていることを改めて確認させるものであった。

こうした北朝鮮国内における体制引き締めが見られていた一方で、日本は

KEDOの発足に伴い、関係改善の促進を図るために、 1995年3月28日か

ら30日にかけて、いわゆる渡辺訪朝団を派遣した。渡辺訪朝団は前提条件

なしに日朝交渉の再開を政府に働きかけることで朝鮮労働党側と合意に達し

たが、具体的な進展は見られなかった57)。既述の如く、自国の置かれた国際

的立場から「自主独立外交」路線は実質的に現実との敵歯吾を見せ始めていた

ものの、日本に対しては国内同様に「主体」の姿勢を貫き、態度変化を極力

回避しようとしていた。それは野党との「友好外交」の存在や北朝鮮の姿勢

に支持を送り続け、引き続き日朝貿易を維持していた朝鮮総聯及び在日朝鮮

人商工人たちの存在があった側面を等閑祝してはなるまい。

実際、渡辺訪朝団は野党の斡旋によるものであったし、 6月30日には日朝

交渉の糸口を見出すために、 30万トンのコメ支援を行うことが政府内で決定

された。このコメ支援も日本社会党を通じた口利きであり、さらに朝鮮総聯

が絡む加藤紘一幹事長に対する働きかけによるものであった。対日外交にお

いては依然、強硬路線を堅持してもその関係に決定的な悪化を招くことがな

い担保が確保されていたのである。だが、このコメ支援を巡っては実施後に、

当初北朝鮮側が語っていた立場に反して、金容淳が「日本は朝-日関係正常化

問題を解決し、朝鮮に対する彼らの過去を謝罪する次元で『コメを送りたい』

と言い続けた。 -コメ交易はわれわれが飢怪に処するためではない。わが国

は食衣住問題を基本的に解決しています。 - 『日本が謝罪の志からコメを送

りたいと言うので、受け取らないことはない』ということですよ」 58)と述べ
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たことにより一部議論が巻き起こった。それは今後のコメ支援の再考のみな

らず、北朝鮮に対する不信感の拡散に結果する側面を脚合していた。さらに

重要なのは北朝鮮の対日「自主独立外交」に理解を示し、その上で関係が築

かれていた野党との「友好外交」が機能し難くなったという側面である。コ

メ支援問題ではそれが関係改善や交渉の進展に結びかなかったことから「タ

ダ取り」との非難がなされ、コメ支援の推進に重要な役割を果たした「議員

外交」の弊害が非難された59)

それと符合するように、これまで朝鮮労働党の友党として北朝鮮を支持し、

擁護してきた日本社会党が1996年1月、社会民主党-の党名変更に伴い、

若干名の離党者を生み出すことになった。 9月に民主党が旗揚げすると、旧

社会党の右派たちを含めた大部分がそれに合流し、翌年1月に行われた総選

挙では衆議院15議席にとどまり、その影響力を喪失させた。その上、冷戦

の終鳶による日本国内のマルクス主義勢力の退潮に伴う親朝派団体の衰退、

そして朝銀破綻問頴を象徴とした朝鮮総聯の相対的低落はそのまま日本の北

朝鮮に対する関係改善推進の抑制機能として働くことに結果した。このよう

に、日朝関係の求心力として働いていた「友好外交」の機能停止と議員外交

-の非難、親朝派団体の衰退、朝鮮総聯の相対的低落は北朝鮮の従来の対日

アプローチの幅を狭めた。

以上の如く、北朝鮮の対日交渉の幅が狭小していく中で、 1999年12月1

日から3日にかけて、村山元首相を代表とする訪朝団が平壌入りし、国交正

常化交渉の再開を北朝鮮側と協議したことを契機に、 19日から21日にかけ

て、日朝赤十字会談が行われた。これに並行する形で20日から22日にかけ

て正常化交渉の予備会談が開かれた　2000年3月13日には北朝鮮側の要請

を受ける形で日本のコメ10万トンの支援が決定され、それに促される形で4

月5日から7日にかけて、実に7年半ぶりの第9回正常化交渉が行われた。

北朝鮮側は前提条件なしに交渉に入り、早期国交を樹立し、賠償を支払うこ

とを主張した。それに対して、日本は泣致疑惑の引き続きの調査などを求め

た60)

その直後の2000年4月10日、劇的な形で南北双方から同時に韓国の金大

中大統領が6月に平壌を訪問し、史上初の南北首脳会談を開催することで南
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北が合意したと発表された61)金大中大統領は予定通り、 6月13日から15

日まで平壌を訪れ、南北共同宣言に合意した。この流れを受けて、米朝関係

では趨明禄国防委員会副委員長が訪米し、返礼としてアメリカ・オルブライ

ト国務長官が訪朝した。このように、 2000年に入り、日朝、南北、米朝関係

において同時進展が見られる中、南北関係では先の合意を受けて、離散家族

の再開、親戚訪問などが一部実現され、韓国側がスパイ活動などで逮捕され

たがその後も思想転向を拒否しているいわゆる非転向長期囚の釈放と北朝鮮

への引き戻しを実行に移した。また、米朝関係ではオルブライト国務長官の

訪朝が成功し、クリントン大統領の訪朝も要請されていた。さらに、南北首

脳会談によって開催が3カ月間延長していた第10回正常化交渉が行われた。

だが、正常化交渉では早急な過去清算を求め、日本側に補償額の提示を要求

する北朝鮮側と泣致疑惑の解明、核問題、工作船の侵入、麻薬問題、貿易債

務の不履行など、現在の懸案と過去清算の問題を同時に処理しなければなら

ないとする日本側との対立が浮き彫りとなった。また、南北関係においても、

南北共同宣言に明記され、 8月に予定されていた金正日のソウル訪問がなさ

れず、南北に分断されたままの鉄道連結工事も北側はなされていないことが

発覚した。さらに米朝関係でもアメリカ大統領選挙の影響でクリントン大統

領の訪朝が頓挫していた。

以上のような日朝関係、南北関係、米朝関係の手詰まり状態の中で、北朝

鮮が現状打開を図るためには一定の資金導入が見込まれ、米韓双方に影響力

を及ぼし得る日朝関係の進展より他に選択の余地はなかった。ところが、こ

の時点では既に日本側が泣致問題の解決を交渉の前提条件に引き上げており、

それの解決はすなわち国内体制の無謬性を損なう可能性を卒んでいた。だが、

北朝鮮を巡る情勢は一層不利に展開し、日本との交渉を余儀なくさせる方向

-導くことになる。

それは北朝鮮に対するクリントン政権の軟着陸政策を軟弱なものと決め

っけ、対北朝鮮政策の修正を公言していたプッシュ大統領の誕生である。プ

ッシュ大統領は就任早々、プッシュ・ドクトリンを表明し、それに基づく北

朝鮮に対する「悪の枢軸」規定はそれが先制攻撃の可能性を内包するもので

あり、北朝鮮を危機感と不安感に陥れるものであった。また、北朝鮮が大量
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破壊兵器の廃棄を渋っている最中、 「9 - 11」テロ事件が発生し、プッシュ政

権はその報復措置として、アフガニスタンのタリバン掃討を展開した。その

後、プッシュ政権から大量破壊兵器秘匿の疑いをかけられ、北朝鮮と同じく

テロ国家に指定され、 「悪の枢軸」と決めつけたイラクに対する攻撃が現実味

をもって議論され始めたために、 「第二のイラク」を恐れる北朝鮮は結果的に

小泉訪朝を打診することになる。すなわち、 「東京を経由してワシントンに到

達する」という「南方外交」である62)

そうした側面に加え、この時期の金正日による外交攻勢の展開も見落とし

てはならない。北朝鮮は既述の如く、 2000年に入り、日朝、南北、米朝関係

の進展と同時に、旧西側諸国との相次ぐ国交正常化を果たしていた。また、

それに並行して各国の首脳を招請し、そして自らが訪問する積極外交を展開

していた。例えば、首脳会談を列挙すれば、 2000年の江沢民(5月)、金大

中(6月)、プーチン(7月)、 2001年の江沢民(1月)、ペ-ション・スウェ

ーデン大統領(5月)、プーチン(8月)、江沢民(9月)、 2002年のメガワテ

ィ・インドネシア大統領(3月)、チャン・ドゥ・ムオン・ベトナム大統領(5

月)、プーチン(8月)である。慣例であるものの、北朝鮮では、こうした首

脳会談及び最高指導者の歴訪はメディアのトップで伝えられる。のみならず、

外交は金正日の偉大さと業績を築く場として利用される。例えば、 2001年8

月の金正日の訪ソは「世界の特別な関心を集め、暴風のような反響を呼び起

こし」 「民族繁栄史と国際政治・外交史に特記すべき出来事」であり「輝かし

い業績」であるとされる63)だが、それ以上に重要なことはなぜ金正日が積

極外交を展開したのかということであろう。それは言うまでもなく、外交的

地位の向上や自国に有利な国際環境の醸成などが考えられるものの、やはり

自国の体制維持のための援助要請がその第-の理由であろうoそれは2000

年からわずか3年間にソ連及び中国とそれぞれ3回ずつ首脳会談を行ってい

ることからも伺えるoそれによって、むろん一定の援助の約束は取り付けた

であろうが、それは北朝鮮が中長期的に望むだけのものであった可能性は低

い。従って、自国の建て直しを企図し、自国の置かれた国際環境を変革する

ためには経済的な側面においても、政治的な側面においても、 「南方外交」し

かなかったのである。しかしながら、日本との交渉を進展させるためには既
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に従来の対日アプローチ、交渉論理では挫折することが目に見えていた。そ

れゆえ、北朝鮮は無謬体制を損なわないこと、その一点のみに固執し、外交

当局主導の対日アプローチを展開したのである。

こうして、 2002年8月25日から26日にかけて、日朝間で外務省の局長

級会談が行われ、この局長級会談の際に最終的に小泉訪朝が固まり64)、 8月

30日、小泉訪朝が発表された。そして、 2002年9月17日に史上初の日朝

首脳会談が行われることになったのである。

おわりに

南北関係の構造変化並びに冷戦の終矧こ伴う国際的孤立と経済苦境の打

開策として北朝鮮が実施に踏み切った正常化交渉は実質的にクロス承認-の

道であったという点で、従来の対日外交からすれば「逸脱」であった。そこ

では独自の帝国主義認識やそこから派生する二分法的な対決的立場が現実性

を失い、 「自主独立外交」路線の修正を伴う状況下で展開されたという背景が

重要である。にもかかわらず、正常化交渉での北朝鮮はその立場、主張、認

識、交渉スタイルにおいて、従来の対日外交を踏襲した。それを可能にした

のは「友好外交」、議員外交が機能し、朝鮮総聯の後援が存在したからであっ

た。だが、それゆえ従来の対日外交の踏襲は交渉の妥結を阻んだ。

しかし、主に経済破綻に起因する体制の危機的状況が差し迫っている北朝

鮮にとっては度重なる交渉決裂による時間の経過が不利に働くことは自明で

ある。その間、北朝鰍ま核兵器開発や対米直接交渉による瀬戸際外交、南北

対話を行うことで打開の道を探ってきたが、核兵器開発は逆に国際社会から

の反発を招き、米朝関係、南北関係においても一定の進展は見られるものの、

問題の根本的解決には至らなかった。一方、対日関係においても、正常化交

渉以降、様々なアプローチがなされてきたが、その過程で明らかになったの

は、極力自らの路線、認識の矛盾を糊塗しようとする硬直した姿勢であった。

こうした姿勢に終始せざるを得ないのは日本側の数々の要求に対する受諾が

自国の無謬体制を脅かす可能性を内包させており、自国が国際社会に対して

唯一保持している影響力である軍事力を無力化するものであるからに他なら

ない。
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だが、 2000年以降の北朝鮮を取り'*く情勢、すなわち核兵器問題における

日米韓のみならず中ロを加えた協調体制、日米のそれぞれが交渉の前提条件

として泣致問題の解決、核兵器を含む大量破壊兵器の廃棄を提示したことに

見られる強硬姿勢、 「友好外交」、議員外交の無力化などの北朝鮮に対する厳

しい状況変化は北朝鮮の政策選択の幅をさらに狭めることに作用した。その

中で、体制建て直しのための資金導入が見込まれ、さらに安保的観点から「南

方外交」の必要性を認識し、対日関係改善をせざるを得ない北朝鮮は唯一体

制の護持を目的に対日政策転換に踏み切ったのである。それこそが日朝「平

壌宣言」 -の道であった。
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